
 

- 1 - 

別紙 

 

国民健康保険における高額療養費の支給申請の際の領収書の取扱いに

ついて 

 

1 行政相談の要旨 

国民健康保険高額療養費の支給申請のお知らせが役場から送付された。 

高額療養費の支給申請を促すもので、数か月ほど前に受診した医療機関名と

自己負担額が記載されていた。 

申請には、医療機関の領収書又は支払証明書が必要とされていたが、受診した

のは数か月前のことであったため、既に領収書は紛失してしまっていて手元に

ない。役場に相談したところ、医療機関で再発行又は支払証明書を発行してもら

うようにとのことであったが、当該医療機関はいずれもできないとしている。 

私を含め高齢者は複数の医療機関に通院していることが多く、領収書は相当

枚数に上り、数か月前のものまで保管しておくのは負担が大きく、紛失するおそ

れもある。 

高額療養費の支給申請のお知らせには、医療機関名と自己負担額が記載され

ていることから、領収書がなくても高額療養費は算定できるはずである。 

高額療養費の支給申請に当たって、領収書の添付を不要にしてほしい。 

 

2 制度概要 

⑴ 高額療養費制度 

高額療養費制度とは、医療機関や薬局の窓口で支払った額が 1 か月（月の

初日から末日まで）で上限額を超えた場合に、その超えた金額を支給する制

度である。 

国民健康保険においては、国民健康保険法（昭和 33 年法律第 192 号。以下

「法」という。）第 57 条の 2の規定に基づき、療養の給付について支払われ

た一部負担金の額又は療養（食事療養及び生活療養を除く。）に要した費用

の額から、その療養に要した費用につき保険外併用療養費等として支給され

る額等を控除した額が著しく高額であるときは、保険者である市町村から世

帯主に対し、高額療養費が支給される。 

高額療養費の毎月の自己負担上限額は、被保険者の年齢や世帯の所得によ

って分けられている。 

 

⑵ 国民健康保険における高額療養費の支給申請手続 

国民健康保険における高額療養費（以下「高額療養費」という。）の支給

を受けるためには、国民健康保険法施行規則（昭和 33 年厚生省令第 53 号。

以下「施行規則」という。）第 27 条の 16 の規定に基づき、高額療養費支給
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申請書を保険者に提出しなければならないこととされている。 

ただし、令和 3 年 3 月 17 日付けで改正された施行規則第 27 条の 17 に基

づき、市町村が別段の定めをした場合は、全年齢の被保険者について、高額

療養費の支給申請に関する手続を簡素化（初回に簡素化の申請を行うことで、

次回以降、高額療養費に該当した場合は自動支給等）することができること

とされている。 

また、高額療養費の支給については、医療機関等によるレセプト（診療報

酬の請求書)の提出後、国民健康保険団体連合会での審査を経て、国民健康保

険の保険者が算定した上で支給するため、受診した月から少なくとも 3 か月

程度の期間を要するとされており、高額療養費の申請漏れを防止する観点か

ら、市町村が行う勧奨通知についても、同様の理由により、受診した月から

少なくとも 3か月程度を経過した後に行われることとなる。 

 

⑶ 高額療養費の支給申請の際の領収書の取扱い 

高額療養費は、「国民健康保険における高額療養費支給事務の取扱いにつ

いて」（昭和 48 年 11 月 17 日付け保険発第 102 号厚生省保険局国民健康保

険・保険局医療課長連名通知）により、レセプトに基づき支給決定すること

とされており、当該レセプトは支払に関する証拠書類として取り扱うことと

されている。 

 

図 1 「国民健康保険における高額療養費支給事務の取扱いについて」

（昭和 48 年 11 月 17 日付け保険発第 102 号厚生省保険局国民健康保

険・保険局医療課長連名通知）（抜粋） 

３ 支給事務に関する事項 

(１) 保険者に送付されたレセプトについては、従来より、被保険者証

の記号番号順に配列して保管するよう指導してきたところである

が、高額療養費支給事務を円滑に行うために、その徹底を図るこ

と。 

(２) 療養の給付に係る高額療養費の支給決定は、当該レセプトに基づ

き行うものであり、したがって、当該レセプトは、支払に関する証

拠書類として取扱うこと。 

(３) （略）  
（注） 下線は当局が付した。 

 

また、高額療養費の支給申請の際の領収書の取扱いについて、厚生労働省

は、「市町村が行う国民健康保険の 70 歳から 74 歳までの被保険者の高額療

養費の支給申請の手続の簡素化等について」（平成 28 年 12 月 20 日付け保国

発 1220 第 1 号厚生労働省保険局国民健康保険課長通知）により、高額療養費



 

- 3 - 

の支給申請の手続を定めた施行規則において添付が必要な書類として領収書

を記載していないことから、原則として、一部負担金等が支払われていると

保険者が判断すれば、領収書の添付は省略できると解しているとしている。 

 

図 2 「市町村が行う国民健康保険の 70 歳から 74 歳までの被保険者の高

額療養費の支給申請の手続の簡素化等について」（平成 28 年 12 月 20

日付け保国発 1220 第 1 号）（抜粋） 

第３ 高額療養費の支給申請の際の領収書の取扱い 

高額療養費の支給申請の際の領収書の取扱いについては、「国民健康

保険における高額療養費支給事務の取扱いについて」（昭和 48 年 11 月

17 日保険発第 102 号）における高額療養費支給申請書の参考様式の注意

事項の中で、「領収書があれば、この申請書に添付してください。無い

ばあいは結構です。」と記載があるように、従来よりお示ししていると

ころであるが、これは高額療養費の支給申請の手続を定めた国民健康保

険法施行規則第27条の 17において添付が必要な書類として領収書を記

載していないことから、原則として、一部負担金等が支払われていると

保険者が判断すれば、領収書の添付は省略できると解していることによ

る。ただし、同条第２項に規定があるように、高額療養費に係る療養が

国民健康保険法施行令第 29 条の２第１項第２号に規定する特定給付対

象療養であるときは、領収書を添付する必要がある。（以下略） 

（注） 下線は当局が付した。 

 

3 本件に係る調査結果 

当局が東北管内の 6県（以下「調査対象 6県」という。）及び調査対象 6県内

から抽出した 30 市（以下「調査対象 30 市」という。）に対し、高額療養費の支

給申請の際の領収書の取扱等について調査した結果は、以下のとおりである。 

⑴ 市における高額療養費の支給申請の際の領収書の取扱状況等 

① 高額療養費の支給申請の際の領収書の取扱状況 

調査対象 30 市における高額療養費の支給申請の際の領収書の取扱状況

をみると、表 1のとおり、領収書の添付を必要としている市は 17 市、不要

としている市は 13 市となっている。 

また、不要としている 13 市のうち、初回支給分から領収書の添付を不要

としている市は 9 市、2 回目以降から不要としている市は 4 市となってい

る。 

くわえて、高額療養費の支給申請手続の簡素化（初回に簡素化の申請を

行うことで、次回以降、高額療養費に該当した場合は自動支給等）の実施

状況をみると、領収書の添付を不要としている 13 市のうち、簡素化を実施

している市は 11 市、簡素化を実施していない市は 2市であり、不要として
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いる市の 8割以上が簡素化を実施している状況がみられた。 

なお、領収書の添付を必要としている 17 市のうち 6市は、実施時期は未

定だが、今後、領収書の添付を不要とする予定があるとしている。 

 

表 1 高額療養費の支給申請の際の領収書の取扱状況 

（単位：市） 

高額療養費の支給申請の際の

領収書の取扱状況 

市数 

 高額療養費の支給申請手続の

簡素化の実施状況 

実施 未実施 

Ⅰ.領収書の添付を必要とし

ている。  

17

（56.7％） 

0 

（0.0％） 

17 

（56.7％） 

Ⅱ.領収書の添付を不要とし

ている。 

13

（43.3％） 

11 

（36.7％） 

2 

（6.7％） 

 

 

 

 

初回から不要としている。 
9

（30.0％） 

7 

(23.3％) 

2 

（6.7％） 

2 回目以降から不要として

いる。 

4

（13.3％） 

4 

（13.3％） 

0 

（0.0％） 

計 
30 

(100％) 

11 

（36.7％） 

19 

（63.3％） 
（注）1  当局の調査結果による。 
   2 一部の年齢についてのみ、領収書の添付を不要としている場合は、「Ⅰ.領

収書の添付を必要としている」に分類している。 
3 「高額療養費の支給申請手続の簡素化の実施状況」は、全年齢を対象とし
た簡素化の実施状況である。 
4 割合は、調査対象 30 市に対するものであり、四捨五入の関係で内訳と合計
が一致しない場合がある。  

 

領収書の添付を不要としている 13 市は、その理由について、表 2のとお

り、高額療養費の支給申請手続に係る被保険者の負担軽減及び高額療養費

支給事務の効率化を図るため、全年齢について支給申請手続の簡素化が可

能となったため等を挙げている。 

 

表 2 高額療養費の支給申請の際に領収書の添付を不要とした理由（複数

回答） 

（単位：市） 

高額療養費の支給申請の際に領収書の添付を不要とした理由 市数 

申請手続に係る被保険者の負担軽減、高額療養費支給事務の

効率化を図るため。 
9 

令和 3年 3月 17 日付けの施行規則の改正により、70 歳以上

の世帯に限らず支給申請の手続の簡素化が可能になったため。 
5 
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窓口の混雑緩和、新型コロナウイルス感染防止対策などを目

的とした郵送申請に対応するため。 2 

県が標準的な事務取扱いを示したため。 1 

高額療養費に限らず、手続の簡素化を求める要望が多かった

ため。 
1 

（注） 当局の調査結果による。 

 

一方、領収書の添付を必要としている 17 市は、その理由について、表 3

のとおり、一部負担金等の支払事実を確認するため、無料低額診療事業等

により被保険者の窓口負担の額が法第 42 条第 1 項各号の規定による一部

負担金の額を下回る場合があるため等を挙げている。 

 

表 3 高額療養費の申請手続において領収書の添付を必要としている理由

（複数回答） 

（単位：市） 

高額療養費の支給申請の際に領収書の添付を 

必要としている理由 
市数 

一部負担金等の支払事実を確認するため。 16 

無料低額診療事業（注 2）により、被保険者の窓口負担の額が

法第 42条第 1項各号の規定による一部負担金の額を下回る場

合があり、その確認をするため。 

9 

一部負担金等の未納者による申請のおそれがあるため。 8 

レセプトの記載誤りなど、レセプトに記載された自己負担

額と領収金額が合わないことがあるため。 
5 

領収書以外で一部負担金等の支払事実を確認するために

は、各医療機関に直接照会する必要があり、領収書の添付を省

略することで被保険者の待ち時間や支給事務の負担が増えて

しまうため。 

2 

（注）1 当局の調査結果による。 

2 無料低額診療事業とは、社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第 2 条第 3

項第 9 号の規定に基づき、生活困窮者が、経済的な理由によって必要な医療

を受ける機会を制限されることのないよう、無料又は低額な料金で診療を行

う医療機関の事業である。 

 

② 領収書の添付を不要としたことによる主なメリット又はデメリット 

高額療養費の支給申請の際に領収書の添付を不要としている 13 市は、

同取扱いとしたことによるメリット・デメリットについて、表 4のとおり、

申請者の負担軽減及び事務負担の軽減（メリット）、レセプトの記載誤りに

気付くことができない可能性がある（デメリット）等を挙げている。 
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表 4 領収書の添付を不要としたことによる主なメリット・デメリット（複数回答） 

（単位：市） 

メリット／デメリット 市数 

メ
リ
ッ
ト 

領収書の添付を不要とすることで、申請者の負担及

び事務負担が軽減した。 
4 

支給手続の簡素化を実施することで、申請者の負担

及び事務負担が軽減した。 
8 

デ
メ
リ
ッ
ト 

事務負担等は軽減されたが、レセプトの記載誤りな

ど、レセプトに記載された自己負担額と領収金額の差

に気付くことができない可能性がある（注2）。 

2 

一部負担金等に未払いがあったとしても確認でき

ない。 
1 

（注）1  当局の調査結果による。 

2 回答した 2 市は、調査時点において、当該デメリットに伴うトラブルは発

生していないとしている。 

 

③ 高額療養費の支給申請の際に領収書の添付を不要とするための工夫例 

高額療養費の支給申請の際に領収書の添付を不要としている 13 市にお

いては、領収書の添付を不要とするために、表 5 のとおり、一部負担金等

の支払事実の確認・未納者の把握に係る工夫例や無料低額診療事業の対象

者の把握に係る工夫例がみられた。 

 

表 5 高額療養費の支給申請の際に領収書の添付を不要とするための工夫

例（複数回答） 
（単位：市） 

工夫例 市数 

一部負担金等

の支払事実の

確認・未納者の

把握に係る工

夫 

申請書により、「一部負担金等の支払が完

了していること」、「一部負担金等に未納が発

生した場合には速やかに申し出ること」、「高

額療養費の支給後に、支給額に変更が生じて

返還額が発生した場合は、市へ返還するこ

と」等の承諾・同意等を得ている。 

【事例 1－1】【事例 1－2】 

9 

高額療養費の支給予定額や一部負担金等

が一定額以上（例:10 万円以上）の者につい

ては、一部負担金等の支払の有無を医療機関

に照会し、領収の確認をしている。 

【事例 1－3】 

5 
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高額療養費の支給申請通知（勧奨通知）に、

医療機関に一部負担金等を支払済みでない

と給付対象にならない旨を記載している。 

【事例 1－4】 

2 

無料低額診療

事業の対象者

の把握に係る

工夫 

無料低額診療事業を実施する医療機関に

照会し、同事業の対象となっている被保険者

を把握している。 

【事例 2】 

6 

その他 国民健康保険税・保険料に滞納がある世帯

の場合は、簡素化の対象外とするなど、領収

書の添付を求めている。 

7 

国民健康保険税・保険料に滞納がある世帯

の場合は、医療機関に一部負担金等の支払の

有無を確認した後で勧奨通知を発送してい

る。 

2 

（注） 当局の調査結果による。  

 

④ 高額療養費の支給申請の際の領収書の取扱いに係る要望等の受付状況 

調査対象 30 市における高額療養費の支給申請の際の領収書の取扱いに

係る要望等の受付状況をみると、30 市のうち 18 市において、表 6 のとお

り、住民から高額療養費の申請時における領収書の添付を省略してほしい、

申請手続の簡素化を実施してほしいなどの要望を受けている状況がみられ

た。 

 

表 6 高額療養費の支給申請の際の領収書の取扱いに係る主な要望等（複数

回答） 

（単位：市） 

要望の内容 市数 

高額療養費の申請時における領収書の添付を省略してほし

い。 
10 

高額療養費の申請手続の簡素化を実施してほしい。 10 

なぜ領収書を必要とするのか疑問である。 2 

高額療養費の申請手続の簡素化により 2 回目以降の支給に

ついては申請及び領収書の確認は不要とされているが、初回

申請時から、領収書の添付を不要としてほしい。 

1 

（注）1  当局の調査結果による。 

2 上記の要望には、領収書の添付を不要としている市が同取扱いとする前に

受けた要望を含む。 
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⑵ 県における標準的な事務取扱等の策定状況 

① 高額療養費の支給申請の際に領収書の添付を不要とする場合（申請手続を

簡素化する場合を含む。）の標準的な事務取扱等の策定状況 

持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改

正する法律（平成 27 年法律第 31 号）の成立により、平成 30 年度から、都

道府県は、国民健康保険における財政運営の責任主体となり、安定的な財

政運営や効率的な事業の確保等の国民健康保険運営に中心的な役割を担い、

制度の安定化を図っている。 

調査対象 6 県の中には、県及び県内市町村等で構成する国民健康保険事

務に関する検討会での協議結果に基づき、高額療養費の支給申請の際に領

収書の添付を不要とする場合（申請手続を簡素化する場合を含む。）の標準

的な事務取扱等（以下「標準的な事務取扱等」という。）を策定している県

が 3県みられた。 

標準的な事務取扱等を策定している 3県は、それぞれ、令和 3年 4 月、

4年 3月及び同年 11 月に策定（改定）しており、その理由について、高額

療養費の支給申請手続の簡素化が可能となったことを契機とし、県内市町

村から、簡素化に係る標準的な事務取扱等の策定が市町村窓口における業

務の負担軽減等につながるとの意見があったためとしている。 

一方、策定していない 3 県は、その理由について、表 7 のとおり、策定

に当たって課題整理等を行うための情報や検討材料が少ないため、県内で

統一する必要性はないと考えていたため等を挙げており、同 3 県のうち 2

県は、標準的な事務取扱等の策定について、検討中・検討予定であるとし

ている。 

 

表 7 標準的な事務取扱等を策定していない理由 

策定していない理由 

○ 将来的には、県内で統一した運用を行うことが望ましいと考えてい

るが、課題の整理等を行うにも情報量や検討材料が少ないことから、

現在検討中である（A県）。 

○ 今までは、領収書の添付を不要とすることについては、市町村が決

めることであり、県内で統一する必要性はないと考えていたが、今後、

保険料（税）率の統一を予定しているため、それに向けて、県内で統

一した運用を行うことが望ましいので、市町村と検討していく予定で

ある（B県）。 

○ 法令及び国通知に基づいた事務処理が標準的取扱いであるため、県

で独自に取扱いは定めていない（C県）。 

（注） 当局の調査結果による。 
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② 標準的な事務取扱等の例 

標準的な事務取扱等を策定している 3 県が県内市町村に示している内容

をみると、いずれも高額療養費の支給手続の簡素化を実施する際の事務取

扱いを定めたものであり、初回申請時に誓約書等を提出することにより、

一部負担金等の支払事実の確認をすることで、2 回目以降の申請書の提出

及び領収書の添付を不要としている【事例 3－1、事例 3－2】。 

 

③ 高額療養費の支給申請の際の領収書の取扱いに係る要望等の受付状況 

調査対象 6 県における高額療養費の支給申請の際の領収書の取扱いに係

る要望等の受付状況をみると、6 県のうち 4 県において、表 8 のとおり、

県内統一の事務処理要領等を策定してほしいとの要望や県内市町村におい

て領収書の添付を省略してほしいとの要望を受けている状況がみられた。 

 

    表 8 高額療養費の支給申請の際の領収書の取扱いに係る主な要望等 

要望の内容 

○ 県内市町村の担当者から、高額療養費申請時の領収書の添付の有無

や、確認方法について、県内統一の事務処理要領等を策定してほしい

との要望を受けたことがある（A県）。 

○ 県内市町村から、高額療養費の申請の簡素化について、県内統一の

事務取扱いを策定してほしいとの要望を受けた（E県、F県）。 

○ 住民の方から、県内市町村において高額療養費の申請時における領

収書の添付を省略してほしいとの要望を受けたことがある（B県）。 

○ 住民の方から、市町村によって高額療養費の申請時における領収書

の取扱いが異なるのはおかしいとの問合せを受けたことがある（B

県）。 

（注） 当局の調査結果による。 

 

⑶ 他の保険者における高額療養費の支給申請の際の領収書の取扱状況(参考)  

根拠法令が異なる国民健康保険以外の 2 保険者における高額療養費の支給

申請の際の領収書の取扱状況をみると、表 9 のとおり、レセプトに基づき高

額療養費を支給していることから、領収書の添付を不要としている状況がみ

られた。 

 

 表 9 他の保険者における高額療養費の支給申請の際の領収書の取扱状況 

保険者 
 

領収書の取扱状況 
根拠法令 

全国健康保険協会 

（協会けんぽ） 

健康保険法 

（大正11年法律第70号） 
添付不要 
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後期高齢者医療広域連合 

高齢者の医療の確保に関

する法律 

（昭和57年法律第80号） 

添付不要 

  （注）ホームページの公表情報等を基に当局が作成 

 

4 東北厚生局の見解 

東北厚生局は、管内都道府県・市町村に対し、国民健康保険の資格の適用、保

険料の収納等に関する助言等は実施しているが、高額療養費の支給手続に関し

ては市町村の判断に委ねられている事項であり、助言等は特段実施していない

としている。 

 

5  行政苦情救済推進会議の主な意見 

 ○ 領収書の添付を必要としている市町村が懸念している一部負担金の支払

事実の確認などについては、高額療養費の支給申請者に手続上の負担を掛け

るような方法ではなく、領収書の添付を求めない方法で対応すべきではない

か。 

○ 既に領収書の添付を不要としている市町村が工夫しながら対応できてい

るのであれば、高額療養費の支給申請者及び保険者である市町村の双方の負

担を軽減するためにも、領収書の添付を不要とすることについて、領収書の

添付を必要としている市町村においても積極的に検討していただくことが

望ましいのではないか。 

○ 各市町村が工夫して取り組むのは良いことだが、各市町村の取組の差が広

がることについては、対応を検討しなければならないのではないか。 

  住民サービスの均一化の観点からも、工夫例について、地方公共団体の枠

を超えた情報共有を進めることが必要ではないか。 

○ 今回の調査対象とした市町村以外にも領収書の添付を必要としている市

町村があるのであれば、今回把握した工夫例を調査対象以外の市町村も含

め、調査対象 6県及び同県内の市町村に周知してはどうか。 

 

6 調査結果及び行政苦情救済推進会議の意見を踏まえた参考連絡事項 

厚生労働省の通知では、高額療養費は、原則的にはレセプトに基づき支給する

とされており、当該レセプトは支払に関する証拠書類として取り扱うこととさ

れている。 

また、高額療養費の支給申請の際の領収書の取扱いについては、原則、一部

負担金等が支払われていると保険者が判断すれば、領収書の添付は省略できる

と解されている。 

さらに、令和 3 年 3 月に改正された施行規則第 27 条の 17 に基づき、市町村
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が別段の定めをした場合は、全年齢の被保険者について、初回に高額療養費の

支給手続の簡素化に係る申請を行うことで、次回以降は申請自体を不要とする

ことも可能となっている。 

今回の調査対象 30 市における高額療養費の支給申請の際の領収書の取扱状

況をみると、領収書の添付を不要としている市がある一方で、一部負担金等の

支払事実を確認する必要があることなどを理由に、領収書の添付を必要として

いる市が半数以上みられた。 

また、調査対象 6 県及び 30 市のうち、1 県 16 市において、今回の相談内容

と同様に、高額療養費の支給申請の際に領収書の添付を不要としてほしい旨の

要望（手続の簡素化を望むものを含む。）を受けている状況がみられた。 

他方、今回の調査対象県・市の中には、領収書の添付を不要とするに当たっ

て、次のような工夫を行っている例がみられた。 

 ○ 高額療養費の支給に係る申請書により、「一部負担金等の支払が完了してい

ること」等の承諾・同意等を得ている例 

○ 高額療養費の支給予定額や一部負担金等が一定額以上（例:10 万円以上）の

者については、医療費の支払の有無を医療機関に照会し、領収の確認をして

いる例 

 ○  無料低額診療事業を実施する医療機関に市から照会し、対象となっている

被保険者を把握している例 

○ 県が高額療養費の支給申請受付時(申請手続を簡素化する場合)における領

収書等の取扱いに係る事務処理標準を策定し、県内市町村に示している例   

等 

 

以上の調査結果及び行政苦情救済推進会議の意見を踏まえ、高額療養費の支

給申請者及び保険者である市町村の負担軽減を図る観点から、高額療養費の支

給申請の際に領収書の添付を不要とするに当たっての県や市町村による工夫例

は行政運営の参考になると考えられるため、調査対象 6 県に対して参考連絡す

るとともに、同県内の市町村への周知を依頼する。 
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領収書の添付を不要とするに当たっての工夫例 

1 一部負担金の支払事実の確認及び未納者の把握に係る工夫例 

事例 1－1 高額療養費支給申請書に、医療機関に支払うべき一部負担金に 

未納がないこと等についての承諾事項の記載を追加している例 

a 市では、令和 3 年 8 月診療分から、原則、領収書の添付を不要にすると

ともに、4 年 8 月診療分からは、全年齢について、高額療養費の支給申請手

続の簡素化を実施している。 

同市は、高額療養費の自動払戻申込書において、「医療機関に支払うべき一

部負担金に未納がないこと。また、今後一部負担金が未納となった場合は、

市へ速やかに申し出ること。一部負担金について懐疑が生じた場合は、必要

に応じて市が医療機関へ照会することに同意すること。」、「高額療養費の支

給後に、支給額に変更が生じて返還額が発生した場合は、市へ返還するこ

と。」等の承諾事項を記載し、これらの事項に承諾した場合に申請手続を簡素

化することとし、領収書の添付を不要としている。 

 

図 国民健康保険高額療養費の自動払戻申込書 
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事例 1－2 高額療養費支給申請書に一部負担金は支払済みであることを申告

する旨の記載を追加している例 

b 市では、令和 2 年 4 月から、窓口の混雑緩和のために郵送での申請受付

を開始しており、原則、郵送申請の場合には領収書の添付を不要とすること

とし、併せて窓口申請の際に領収書を持参していない場合についても、口頭

確認のみで受け付けることとしている。 

同市は高額療養費の支給申請書に医療費が支払済みであることを申告す

る旨の記載を追加し、被保険者は医療機関に一部負担金等を支払ったことを

明確にした上で申請することとしている。 

 

図 国民健康保険高額療養費支給申請書（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事例 1－3 高額療養費の支給予定額が一定額以上になる場合は、医療費の支

払事実を医療機関に照会し、領収の確認をしている例 

c 市では、令和 3 年 12 月から、全年齢について高額療養費の支給申請手続

の簡素化を実施し、初回のみ郵送により申請を行えば、次回以降は登録した

口座に振り込むこととしており、原則、初回申請時から領収書の添付は不要

としている。 

同市は、高額療養費の支給予定額がおおむね 10 万円以上の者については、

一部負担金の支払の有無を医療機関に電話照会しており、支払が確認できな

い者には、高額療養費の給付を保留としている。 
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事例 1－4 高額療養費の支給申請通知(勧奨通知)に、医療機関に一部負担金

等を支払済みの場合に給付対象となる旨を記載している例 

d 市では、令和 4 年 1 月から、レセプトを基に市が作成した勧奨通知に基

づき申請を行う場合は、原則、領収書の添付を不要としている。 

同市は、勧奨通知に「医療機関に自己負担分を支払い済の場合は高額療養

費の支給対象になる」旨を記載することで、被保険者からの申請書の返送を

もって、支払事実を確認することとしている。 

 

図 勧奨通知（「高額療養費の支給該当について」（お知らせ））（抜粋） 
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2 無料低額診療事業の利用者の把握に係る工夫例 

事例 2 無料低額診療事業を実施している医療機関に照会し、同事業を利用し

ている被保険者を把握している例 

e 市では、E 県が令和 4 年 11 月に「E 県事務処理標準（申請手続を簡素化

する場合）」を示したことを踏まえ、申請手続に係る被保険者の負担軽減及

び高額療養費支給事務の効率化を図るため、5 年 4 月以降に同市が受領した

レセプトに基づく高額療養費について、全年齢を対象に支給申請手続の簡素

化を実施している。 

同市は、被保険者が医療機関による無料低額診療事業(注）を利用すること

で、窓口負担が法第 42 条第 1 項各号の規定による一部負担金を下回る場合

があるため、高額療養費の支給対象者のうち、同事業を実施する医療機関を

受診しており、なおかつ、同事業の対象となり得る者（住民税非課税世帯等）

については、医療機関に照会し、一部負担金の支払状況を確認している。 

（注） 無料低額診療事業とは、社会福祉法第 2条第 3項第 9号の規定に基づき、生活困

窮者が、経済的な理由によって必要な医療を受ける機会を制限されることのないよ

う、医療機関が無料又は低額な料金で診療を行う事業である。 
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3 県における標準的な事務取扱等の策定事例 

事例 3－1 高額療養費の申請受付時（申請手続を簡素化する場合）における

領収書等の取扱いに係る事務処理標準を策定している例 

E 県では、県内市町村からの意見等を踏まえ、令和 4 年 11 月に国民健康

保険における高額療養費支給に係る申請勧奨及び受付時の領収書の取扱い

に係る同県の事務処理標準を定め、申請手続を簡素化する場合の運用上の取

扱いや支給申請書の様式等を示している。 

同事務処理標準では、簡素化する場合の領収書の取扱いとして、初回申

請時のみ、医療機関等から発行された領収書で、一部負担金等の支払を確

認することとしている。この初回申請時における一部負担金等の支払の確

認、及び初回申請時において、申請者が一部負担金の未払いが生じた場合

に簡素化が停止される旨を承諾（書面）することにより、2 回目以降は領

収書の確認は行わないこととしている。 

また、同事務処理標準と併せて、上記の承諾事項が記載された簡素化適

用申請に係る申請書の標準例を示している。 

 

図 高額療養費支給申請書（支給申請手続の簡素化適用関係）の標準例 
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 （裏面） 
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事例 3－2 高額療養費の支給申請手続の簡素化に係る事務取扱いを策定し、

一部負担金支払状況の確認手法を示している例 

F 県では、令和 3 年 4 月に同県の標準的な事務取扱いを改め、全年齢の被

保険者を対象とした高額療養費の支給申請手続の簡素化について、当面の事

務取扱いを示している。 

同取扱いは、同県が令和 2 年 10 月に定めた「70 から 74 歳までの被保険

者の高額療養費の支給申請手続の簡素化に係る事務取扱い」を、年齢制限を

撤廃する内容に改めたものである。申請手続の簡素化を実施する場合におけ

る一部負担金の支払状況の確認手法として、原則として初回申請時に一部負

担金の支払に係る「誓約書」を徴することで、一部負担金の支払を確認した

ものと扱うこととし、「誓約書」の様式例についても併せて示している。 

 

図 誓約書の様式例 
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